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第１ 本準備書面の目的  

同性同士の親密な関係や性愛関係，あるいはそうした関係の中で行わ

れる性行為は，日本を含めて世界中で，歴史を通して存在してきた。そ

のことは，さまざまな文献や資料などからも明らかにされている。にも

かかわらず，１９４６年の日本国憲法の制定に伴う民法および戸籍法の

改正においても，同性同士の婚姻および同性カップルの権利は言及され

なかった。同性同士の結びつきは，長い間人権の問題としてとらえられ

ることはなく，それどころか，同性愛者は差別・偏見にさらされ，処罰

の対象にすらされてきた。こうした背景には，異性愛を「自然」「正常」

とし，同性愛を含むそれ以外の性愛を「不自然」「異常」なものとする

異性愛規範がある。  

ここでいう規範とは，個々人の内面の中に存在するものではなく，外

在しているものであり，人々の「集合的意識」として捉えることもでき

る。規範は，個々人に対して命令的で強制的な力を付与されている。規

範に自らの意思で従っている時には，規範が強制的な力を持つことは感

知されないが，それに抵抗しようとするや否や，強制はその姿を現す。

規範に従わなければ，嘲笑や反感，「忌避・排除されて当然」という態

度が向けられることになるのである（甲Ａ３６４・２頁）。 

およそ，１９４６年の現行民法，戸籍法制定時においては，同性間の

婚姻について検討すらされた形跡はない。それは，その背景にも，この

異性愛規範があり，当時の社会において，異性愛が「自然」「正常」と

されていたがゆえに，婚姻は男女間の結合を前提としたものと考えられ

ていたのである。  

しかし，かかる異性愛規範は，社会や文化の影響を受けながら変容す

るものである。戦後６０年ものあいだ，同性愛者は，自らの主体を作り
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上げ，生活の中で日常的に生起する差別や偏見をなくすために抵抗を試

み，そうした人々を周囲から支える支援者もそうした営みを支援し，当

事者・支援者にかかわらず学問研究や運動を通して同性愛者に対する差

別や偏見に対して変更や撤廃を迫っていった。このような動きは，まず

欧米で巻き起こったが，その後，日本でも欧米の影響を受けて，社会に

対する働きかけや取り組みがなされるようになった。その結果，今日で

は，異性愛規範はその正当性を失い，同性愛，性的指向は人権の問題と

して考えられるようになった。  

本準備書面においては，河口和也教授の意見書（甲Ａ３６３）及び風

間孝教授，赤枝香奈子准教授の意見書（甲Ａ３６４）に基づいて，第２

において，明治期から第二次世界大戦までの日本における同性愛者に対

する社会的認識を明らかにし，日本において異性愛規範がどのように生

まれ，それが確立したかについて検討する。引き続き第３においては，

戦後の同性愛者に対する社会的認識の変化について，海外の運動の影響

を受けた同性愛者やその支援者らの社会に対する働きかけや取り組みに

よって，異性愛規範が見直され，正当性を失っていった過程に焦点を当

てて論じる。  

第２ 明治期から第二次世界大戦までの同性愛者に対する社会的認識 

１ 男色の理想化と鶏姦規定（１８７０年代～１８９０年代）  

明治前期においては，エリート層である男子学生のあいだで，年上の

男性と年下の男性の間の精神的・肉体的な交流をさす「男色」を肯定す

る考えも根強く存在していた。当時の文学作品には，男色の利点として

「智力の交換」や「大志の養成」が挙げられ，遊郭で女性と交流するこ

とを意味する女色を好む「軟派」の男子学生よりも，男色を好む「硬派」
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こそが学生本来の姿であるという考えが男子学生の間に存在していた

（甲Ａ３６５・４２頁）。  

キリスト教の影響により，男性間の性行為を「ソドミー」として犯罪

とすることの多かった西洋諸国とは異なり，日本では江戸時代まで男性

間の性行為は処罰されず，この考えは，明治初期の２つの刑法典である

仮刑律と新律綱領にも引き継がれた。しかし，西洋からの影響を受け，

１８７２年には鶏姦条例により，また１８７３年には改定律例２６６条

の鶏姦規定により，鶏姦行為，すなわち男性間の肛門性交は犯罪とされ

るようになった（甲Ａ３６６・２２～２ ５頁）。  

この鶏姦規定は１８８２年に旧刑法の施行に伴って廃止されたものの

（甲Ａ３６６），ここに生殖につながる男女間の性行為を唯一正しい性

のあり方とする異性愛規範の萌芽を見出すことができる（以上，全体に

つき，甲Ａ３６４・４ ～６頁）。  

２ 男色の否定と異性愛規範の基盤の形成（１９００年前後～１９００年

代） 

１８９８年，「明治民法」親族編が制定され，婚姻と離婚に関する全

国的に統一した形式が定められた。明治民法は，７６５条に「男は満１

７年女は満１５年に至らされは婚姻を為すことを得す」と記し，婚姻が

男女間で成立することを明確にした。これにより，法律上での異性愛の

規範化が明確化した。 また，男色の理想化の背景には，十分な教育の機

会を与えられていない女性と理想的な関係を築くことは困難との考えが

あったが，１８９９年に「高等女学校令」が公布され，教育を受けた女

学生が急増すると，男子学生と女学生の交際が現実的な問題となり，雑

誌等において男女学生の交際が議論されるようになった。  
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また，１８９０年代に英語の love やフランス語の amour の翻訳語と

して「恋愛」という言葉が使われるようになると，「恋愛」は，それま

での日本で用いられていた，精神と肉体が切り分けられていない「色」

という概念では表現できない，精神の交流を意味する，価値の高いもの

として使われるようになった。 

この「恋愛」の普及により，男女学生の交際も「恋愛」という言葉で

語られるようになっていき，さらには恋愛と結婚が結びつき，「恋愛−結

婚−家庭」という幸福イメージが一部のエリート層に形成されていった

（甲Ａ３６５・９２～９３頁）。 

そして１９００年前後になると，新聞・雑誌において，男色をひどい

悪習として批判する報道が目立つようになる。その背景には，鶏姦規定

の影響のほか，男女間における恋愛が結婚と結びつけられるようになっ

たことにより，「結婚」と結びつくことが可能な異性間の関係は，同性

間の関係性よりも優越していると考えられるようになったことがある

（甲Ａ３６５・１０９～１１２頁）。このプロセスは，異性愛が結婚制

度と結びつきながら，同性間の性愛を周縁化していったことを意味して

いる（以上，全体につき，甲Ａ３６４・６～９頁）。  

３ 同性愛の変態性欲化と異性愛規範の確立（１９１０～１９２０年代） 

１９１０～１９２０年代には，ドイツの精神科医リヒャルト・フォ

ン・クラフトエビングの著作 Psychopathia Sexualis（日本では「色

情狂編」，「変態性欲心理」として出版）など，西洋の性科学が日本に

おいて翻訳書を通して紹介された。性科学は日本では性欲学と訳され，

性欲学の書物や雑誌が次々に出版された（甲Ａ３６７）。  

「変態性慾論」の著者である澤田順次郎と羽太鋭治は，同性愛を「性

欲本能の倒錯」「正常ならざる性欲」「不自然な性欲」であり，「一種
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の伝染病」として，「社会を破壊」するものとみなした（甲Ａ３６８）。

このように性欲学では，同性愛は「性欲本能の倒錯」，すなわち生殖を

伴わないが故に変態性欲とされたのである。  

性欲学では，同性愛が病気とされ，変態性慾とされた一方で，異性同

士が互いに惹かれ合う異性愛は原則とされ，ここに同性愛を病気・変態

とし，異性愛を自然・原則とする規範が明確に打ち出された。 

異性愛規範は，男＝能動，女＝受動との役割を明確にもっており，男

を性的な主体として，女を性的な対象とみなすジェンダー規範も内包し

ていた（甲Ａ３６４・１１頁）。また，性欲学では，同性愛者は異性の

精神をもっているがゆえに同性に惹かれるものとされ，同性愛者は異性

愛規範から逸脱するのみならず，ジェンダー規範からも逸脱した存在と

して認識されていた（甲Ａ３６８・１４６～２６７頁）。 

一方で，同性愛を「病理」として位置付け，またそうした傾向を「生

まれつき」のものとみなすことにより，同性愛概念は，鶏姦概念のよう

な行為に限定して性を捉えるのではなく，「個人の内的・精神的な性の

あり方」に焦点をあわせることで，同性愛者としての自己（アイデンテ

ィティ）を生み出すことにつながった（以上，全体につき，甲Ａ３６

４・９～１４頁）。  

４ 女性の同性愛と異性愛規範の形成  

女性の同性愛が日本で初めて可視化されたのは２０世紀に入ってから

のことである。女学校では１９００年代頃から，女学生同士，あるいは

女教師と女学生との間に親密な関係が見られ，その関係は１９１１年に

起きた女学校卒業生同士の心中事件が報道されることで広く知られるよ

うになった（甲Ａ３６９）。 
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この事件をきっかけに，「男色」や「鶏姦」では表現できない女性同

士の関係を含む「同性愛」というカテゴリーが成立した。  

当時は，恋愛に基づいて結婚すべきという規範が広がりつつあり，ま

た恋愛は結婚だけでなく生殖とも結びつくべきとされた（性・愛・結婚

の三位一体規範）。しかし，中等教育以降は男女別学であり，男女の恋

愛は危険視されていた当時において，その相手を見つけ，恋愛を経て結

婚することがどの程度可能だったか考えると疑わしく，むしろ当時は，

「人格と人格の結びつき」という人間関係は女性同士だからこそ可能な

関係と捉えられていた。  

１９２０年代には，女学生たちの間での同性への「熱中」がブームと

なっており，それが「同性愛」として認識されていた（甲Ａ３７０）。

「エス」とよばれる女学生同士の，あるいは女学校における親密な関係

がたびたび新聞・雑誌記事で取り上げられており，その中には，女性同

士の親密な関係を賞賛し，異性に対する愛とも，男性同性愛とも異なる

ものとして擁護するものがあった（甲Ａ３７１）。  

しかし，同性愛には「先天性（真性）」と「後天性（仮性）」の二種

別があるという西洋の性科学に基づく同性愛観が日本に輸入されると，

当時見られた女性同士の親密な関係に当てはめられるようになった。そ

して女学校時代に起きるような同性愛は一時的で模倣的なもの（「仮の

同性愛」）として無害化され，それ以外の，特に大人の女性の同性愛は

永続的で，より深刻なもの（「真の同性愛」）とみなされた。 

そして，１９３０年代になると，女性同士の心中事件は，事件を猟奇

的あるいは病理的とみなしたり，その当事者を「変態」視したりする様

子がうかがえるようになり，１９２０年代に見られたような，女性の同

性愛を称賛するような記事は見られなくなった。女性同士の同性愛が異

性愛に比べいかに劣っているものか一方的に断定する論調や（甲Ａ３７
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２），同性愛を「自己愛−同性愛−異性愛」という性欲心理の発達段階に

位置付けた上で，同性愛の段階で止まっている者を「精神の異常傾向者」

とみなしたり（甲Ａ３７３），同性愛を「一種の小児病」とみなしたり

する論調も見られるようになった（甲Ａ３７４）。  

このようにして，女性の同性愛は，異性愛の前段階である「未熟な」

関係として位置付けられ，いつかは卒業し，異性愛に至るはずのもので

あるとされて，異性愛の自然化，絶対化を支える異性愛規範の一部とな

っていった（以上，全体につき，甲Ａ３６４・１５～３０頁）。  

５ まとめ  

   明治から大正時代という時の経過とともに，男色は，理想とされる関

係から非難の対象となっていき，大正時代の性欲学の時代には，（男性）

同性愛は変態性欲とされた。同性愛が変態性欲とされた根拠は，異性愛

は生殖を伴い，ジェンダー規範を内包するとされた一方で，同性愛は生

殖をともなわず，ジェンダー規範から逸脱したものであるとされたから

であり，その結果，人の性のあり方として異性愛が原則であるという異

性愛規範が確立した。  

男性の同性愛が，異性愛ではない「変態性欲」として否定されること

で，異性愛の外部へと置かれたのに対し，女性の同性愛は，一対の男女

による平等な人格と人格の結びつきという異性愛がまだ理念的なもので，

一部の人々にとってのみ実践可能なものであったこの時代，やがて異性

愛へと至る「愛情」の現れとみなされ，異性愛の内部へと取り込まれた。  

つまり，男性の同性愛は，異性愛ではないものとして，女性の同性愛

は，異性愛に至るものとして，異性愛を自然で正しいものとする異性愛

規範を構成する重要な一部と位置付けられることとなった。 
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こうした同性愛観は，戦前・戦後で切れ目があるわけではなく，むし

ろ連続的であった。 

以上からわかるように，１９４６年当時の日本における憲法や民法，

戸籍法の起草の議論において，同性カップルの権利について議論すらさ

れなかったのは，当時の日本社会の中に，同性愛を変態性欲，すなわち

病理と見なすとともに，思春期の過渡的段階と見なし，異性愛のみを自

然なあり方とする異性愛規範が社会全体に及んでいたからである。さら

に，結婚を生殖と結びつける人々の強固な意識のために，同性カップル

を家族として考えることを困難にしたためであるといえよう。そしてこ

の異性愛規範が憲法制定や民法改正にかかわる専門家・学者や国会議員

に共有されていたために（※風間ら意見書（甲Ａ３６４）の終章（６３

～６４頁）では，中川善之助と我妻榮の婚姻観及び同性婚を「変態関係」

とする等の言及を紹介している。），同性間の共同生活の関係が法的保

護を検討し論ずべき対象として議論の俎上にすら上らない状況を生み出

し，また一般国民からもそのことについて批判や疑問の声があがらない

状況を作り出したのである（以上，全体につき甲Ａ３６４・３１～３５

頁） 。  

第３ 戦後の同性愛者に対する社会的認識の変化  

１ １９７０年代：異性愛規範に抵抗の声を上げ始めたゲイとレズビアン 

欧米において同性愛者は第二次世界大戦後に徐々に公共の場所に姿を

現すようになり，１９６０年代後半以降は，自らの人権を求める社会運

動を活発化させた。  

アメリカでは，１９４０年代から同性愛者たちは自助グループなどの

組織化を始め，１９５０年代になると，ホモファイル運動と呼ばれる異
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性愛との明確な違いを主張するのではなく，異性愛社会に同調しつつ，

そのなかで自分たちの存在を受容してもらうことを目指した運動を展開

した。しかし１９７０年代になると，ホモファイル運動の同化主義的な

路線とは異なり，異性愛者との明確な違いや同性愛者のアイデンティテ

ィを主張するような運動展開にその方向性が変化した。そうした変化を

表す象徴的な出来事が，１９６９年６月に発生した「ストーンウォー

ル・インの暴動」である。これは，性的マイノリティの集まるバーが，

再三再四にわたり警察の手入れを甘んじて受けてきたなかで，性的マイ

ノリティの客たちが初めて抵抗を試みたという事件である。この暴動を

きっかけに，翌年からニューヨークでプライド・パレードが始まり，各

地に広がっていった。以後，同性愛者としてのアイデンティティ確立と

可視化を中心とした権利獲得運動が展開されるようになる（甲Ａ３６

３・１７～２１頁， 甲Ａ３７５・３７６～３７９頁）。 

他方，日本では，１９４５年以降も，同性愛者が公共の場所に姿を現

す機会は限られており，同性愛者として生きようとする者は故郷を追わ

れて，沈黙を強いられてきた。 

しかし，１９７０年代前半になると，同性愛者として自らのセクシュ

アリティを公言するカミングアウトを行い，同性愛者の可視化を主張し

始めるゲイ男性も現れた。１９７１年に，同性愛者であることを明らか

にし，参議院選挙に全国区から立候補した東郷健は，同性愛者と異性愛

者に対して，同性愛を異常とし異性愛を正常とする異性愛規範から解放

されることを求めるとともに，同性愛者に対しては自らの性的アイデン

ティティを受け入れて生きていくことを求めた。 

１９７０年代末には，深夜のラジオ番組にアーティストの大塚隆史が

出演して，ゲイであることを公言している。大塚の行動に刺激を受け，

１９６０年代末に活発になったアメリカのゲイ解放運動の情報を収集し
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ながら，活動を始めるグループも出現するようになった（甲Ａ３７６・

１０５～１０６頁）。  

１９７０年代後半になると，自らをレズビアン・フェミニストと呼ぶ

女性たちが相次いでミニコミ誌を発行し，自らの声を発信するようにな

った。１９７０年代までのメディアに登場するレズビアンは，異性愛男

性の性欲を満足させるために，レズビアンは性に「奔放」であるという

イメージを伴って描かれていた。「レズビアン・フェミニズム」とは，

異性愛規範を女性抑圧の根源と見なし，その変革を「女同士の関係性」

に託す思想と実践であるが，レズビアン・フェミニストたちは，このよ

うなステレオタイプ化されたイメージとはまったく異なるレズビアン・

アイデンティティを模索し，異性愛規範を，同性愛を排除するものとし

て批判するだけでなく，女性をジェンダー役割のなかに押し込め不自由

を強いるものとして問題化した（甲Ａ３７７。以上，全体につき，甲Ａ

３６４・３８～４１頁）。  

２ １９８０年代：ＨＩＶ／ＡＩＤＳ問題のもたらした影響  

１９８０年代前半，世界ではＨＩＶ／ＡＩＤＳ（後天性免疫不全症候

群）という病気は，（男性）同性愛と強く結びつけられ，ＨＩＶ／ＡＩ

ＤＳ以前からの同性愛に対する偏見は実際の「死」と関連付けられたた

めに，それはいっそう強いものとなった。「ＡＩＤＳ＝ゲイ」というよ

うな語り方が社会のなかに広がり，ＨＩＶ／ＡＩＤＳという病気は，い

わゆる「ゲイ化」された。  

こうして偏見や差別が強まる中，ゲイ男性たちは家族や親せきから疎

まれ，悪い時には家族や親族から追放されるということもあった。また，

職場では感染者や患者であるということで，解雇されるということも起

きた。 
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アメリカでは，当時の大統領であったロナルド・レーガンが，ＨＩＶ

／ＡＩＤＳに対する政策をほとんど行っていなかったため，アメリカの

ゲイたちはコミュニティを自衛する必要性に迫られ，健康を守るための

組織化をとおして，自助組織や支援グループを作ることで対処していた。

同性愛嫌悪や偏見・差別のために，ＡＩＤＳを罹患しても，生まれた家

族からのケアや支援を受けることは非常に難しく，同性愛者の友人やコ

ミュニティの支援組織に助けを求めるしかなかった。また，パートナー

関係にある者にとっては，その関係が社会や州政府から承認されていな

いものであったので，その関係性は「赤の他人」としかみなされなかっ

た。パートナー関係のなかでは，パートナーが入院したり，亡くなった

りしたら，看病やケア・相続権や居住権・遺言や葬儀などをめぐって，

様々な「家族」問題が噴出することとなった（甲Ａ３６３・２７～３１

頁，甲Ａ３７８）。 

日本においても，ＨＩＶ／ＡＩＤＳをきっかけにしたホモフォビア

（同性愛嫌悪）は顕在化していった。例えば，ＡＩＤＳ第一号患者は血

友病患者であったが，厚生省（当時）は，この患者をあえてＡＩＤＳと

認定せず，日本に一時帰国中のアメリカ在住のゲイの男性芸術家を日本

におけるＡＩＤＳ第一号患者として発表した（甲Ａ３７９）。 

また，１９８５年に作られた厚生省・エイズサーベイランス委員会の

感染経路別分類は，異性間性的接触／男性同性愛／麻薬の濫用／母子感

染／血液製剤の５つからなっていたが，男性同性愛が性的アイデンティ

ティであるのに対して，残りの４つは行為を示している。このように，

男性同性愛の性的指向やアイデンティティを感染原因と扱うような表記

が無造作になされ，それが続けられた事実は，同性愛のアイデンティテ

ィを，エイズという「疾病」と結びつける差別的な意識が潜在していた

ことを示している（甲Ａ３８０参照）。  
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さらに厚生省は，１９８５年に，男性同性愛者をはじめとするリス

ク・グループを献血から除外することを決定した。そのため，献血時の

問診に「男性同性愛者かどうか」を問う項目が含まれることになったが，

同性と性行為をしたことがなくても，男性同性愛のアイデンティティを

持つ者を献血から排除するこの問診は，エイズサーベイランス委員会に

よる感染経路別分類と同様に，男性同性愛者のアイデンティティをＨＩ

Ｖ感染の原因と結びつける思考に基づいている。 

ＨＩＶ／ＡＩＤＳを男性同性愛者の病気とする偏見に抗議し，またこ

うした社会の固定観念によって不安を感じ，パニックを起こした男性同

性愛者をサポートするために，東京では，１９８４年に南定四郎によっ

て「ＩＧＡ日本」が，１９８６年には「動くゲイとレズビアンの会」が

結成され，札幌や名古屋，大阪でも団体が組織されている（甲Ａ３７

６・１０７頁）。  

ＩＧＡ日本は，前述のように献血時の問診に「男性同性愛者かどうか」

を問う項目が含まれていたことに対して，同性愛者に対する社会の差別

を助長するとして見直しを求めた。また１９８７年３月に国会にＨＩＶ

感染の拡大防止を目的とするエイズ予防法案が上程されると，動くゲイ

とレズビアンの会をはじめとする同性愛者団体は，この法案について，

同性愛者への管理につながり，また感染者や患者を保護すべき対象とし

てではなく，いまだ感染していない人へのリスクとして認識するもので

あるとして，反対の意思を表明した。 

以上のように，日本においてＨＩＶ／エイズは同性愛者への偏見を顕

在化させ，排除をもたらしたが，その根底には異性愛規範に基づいて，

同性愛を病理や異常と見なす認識があった。これに対し，偏見・差別に

苦しんだ同性愛者は，自らの置かれている状況を認識し，政治的な行動

を始め，公的な領域で自らの人権を主張するようになった。ＨＩＶ／エ
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イズは同性愛者の排除をもたらした異性愛規範への異議申立の契機にも

なったのである（以上，全体につき，甲Ａ３６４・４１～４３頁）。  

３ １９９０年代：府中青年の家裁判と精神医学への働きかけ  

アメリカでは，１９７０年代初頭には，同性愛を精神疾患とみなして

いた精神医学界への働きかけが行われ，同性愛の脱病理化が進められた。

同性愛等の当事者らは，同性愛を病理とし，治療の対象とする抑圧的な

医療モデルを強く批判する戦略をとった。その中で，同性愛者に押し付

けられた「病気」という名称を取り除くように主張して，４年間にわた

る激しい論争と対話の後に，１９７３年，アメリカ精神医学会は，投票

により同性愛を精神疾患の診断マニュアル（ＤＳＭ）から削除すること

を決定した。１９７５年にはアメリカ心理学会も同様の決議を採択した

（甲Ａ３６３・２１～２２頁，甲Ａ３７５・３７９～３８９頁）。 

ところが日本においては，１９９０年代になっても，未だ同性愛を異

常・倒錯とする認識が主流であり，上記のような変化自体がほとんど紹

介されていなかった。１９９０年の時点では，日本の代表的な国語辞典

である「広辞苑」の「同性愛」の項目に「異常性欲の一種」と記載され

（甲Ａ２５），また文部省（当時）の「生徒の問題行動に関する基礎資

料（中学校・高等学校編）」には，同性愛は倒錯型性非行とされ，「社

会道徳に反し・・是認されうるものではない」と記載され（甲Ａ２６），

「イミダス」では同性愛は「強迫的で反復的な性行動を行う」と記され

ていた。  

１９９１年に提訴された府中青年の家事件は，動くゲイとレズビアン

の会が，府中青年の家の利用申請を行ったのに対し，東京都教育委員会

が不承認処分とする決定を下したことに対して，東京都の処分が違法で

あるとして，提訴されたものであるが，東京都は，動くゲイとレズビア
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ンの会の青年の家利用を拒絶するにあたり，これら文部省指導資料や

「広辞苑」，「イミダス」などに同性愛が異常とされていることを根拠

としてあげていた（甲Ａ３７６・６２～７１頁）。  

この事件の第１審判決（東京地判平成６年３月３０日・甲Ａ４）は，

冒頭に「同性愛，同性愛者について」という項を設け，「同性愛は，人

間が有する性的指向（sexual orientation）の一つであって，性的意

識が同性に向かうものであり，異性愛とは，性的意識が異性に向かうも

のである」と述べ，同性愛と異性愛をいずれも人の性的指向の一つとし，

人間の性のあり方として平等であることを判示した。 

控訴審で東京都は，１９９０年当時の状況では利用拒絶はやむを得な

かったと主張したが，判決（東京高判平成９年９月１６日・甲Ａ５１）

は「一般国民はともかくとして，都教育委員会を含む行政当局としては，

その職務をおこなうについて，少数者である同性愛者をも視野に入れた，

肌理の細かな配慮が必要であり，同性愛者の権利，利益を十分に擁護す

ることが要請されているものというべきであって，無関心であったり知

識がないということは公権力の行使に当たる者として許され得ない」と

述べた。 

この裁判と並行して，動くゲイとレズビアンの会は，日本精神神経学

会，および日本精神科診断学会あてに，同性愛についての見解を問う質

問状を１９９３年３月に送付した。最終的に日本精神神経学会は，１９

９５年１月，厚生省が同月に世界保健機関（ＷＨＯ）の発行する疾病分

類「ＩＣＤ－１０」（甲Ａ２９，甲Ａ３０）を政府の公式の疾病分類と

して採用したことをもって，同学会もこれを採用すること，この疾病分

類に「性的指向は障害とみなされない」との規定があるため，学会とし

てこれを尊重することを明らかにした（甲Ａ３８１）。 
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府中青年の家事件の判決において同性愛と異性愛が同等の性的指向と

して位置づけられ，同性愛者の人権が判決の中に明確に位置づけられた

こと，そして，日本精神神経学会による同性愛を疾病とも障害ともみな

さないとの宣言は，大正期以来の同性愛の病理化が正式に否定されたこ

とを意味すると同時に，日本の精神医学における異性愛規範の見直しを

示している。また，府中青年の家事件の判決において同性愛が性的指向

のひとつとして位置づけられたことは，司法における異性愛規範の見直

しを示していると言える。同性愛と異性愛を同等の性的指向とみなした

うえで，同性愛者に公共施設を利用する権利を認めた同裁判の判決は，

同性愛者という性的アイデンティティと，それにもとづく権利を承認す

るとともに，司法において異性愛規範が見直され始めたことを示してい

る（以上，全体につき，甲Ａ３６４・４３～４７頁）。  

４ ２０００年代：人権課題としての取り組みの開始  

府中青年の家事件判決において同性愛者の権利，利益を擁護すること

が行政の責務とされ，また日本精神神経学会が同性愛を性的逸脱とみな

さないと宣言したことは，２０００年代以降，行政当局が同性愛者を含

む性的マイノリティをめぐる人権課題に取り組む基盤となった。 

まず，１９９９年に制定された「感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律」に基づく「後天性免疫不全症候群に関する特定

感染症予防指針」（甲Ａ３８２）は，前文において青少年，外国人，同

性愛者，性産業従事者および利用者が「個別施策層」として位置づけら

れ，同性愛者は，個別施策層の他の集団とともに「人権や社会的背景に

最大限配慮したきめ細かく効果的な施策を追加的に実施することが重要

である」と位置づけられた。 
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次に，２０００年に制定された「人権教育および人権啓発の推進に関

する法律」に基づいて「人権教育・啓発に関する基本計画」（甲Ａ５７）

が策定されるにあたって，府中青年の家事件の原告であった，動くゲイ

とレズビアンの会に対して法務省によりヒアリングが行われ，その結果，

「基本計画」の「（12）その他」において，「同性愛者への差別といっ

た性的指向に係る問題」が「その解決に資する施策の検討を行う」もの

として明記され，人権教育の課題として公的に位置づけられた。 

こうした国の変化は，地方自治体にも波及し，２００３年の「福岡県

人権教育・啓発基本指針」を嚆矢として，性的マイノリティの人権擁護

のための取り組みが自治体レベルでも開始された（甲Ａ６７）。  

また２０００年を前後して，日本でも性的マイノリティの間で同性パ

ートナーシップをめぐる議論が開始されている。その契機は，欧米を中

心として同性カップルの権利保障が進展したことや，そのことが社会的

な争点となったことである。  

登録パートナーシップは，１９８９年にデンマークで国家レベルでの

制度が開始され，２００１年になると，オランダが異性同士の結婚と同

等の同性同士の婚姻を認めるようになった。アメリカでは，１９９３年，

ハワイ州最高裁判所が，同性愛者に対して結婚を禁止することはハワイ

州憲法の平等権修正条項に違反していると推定され，原告の同性婚の権

利を否定することに「やむをえない州の事情」が存在するかどうかを明

確にするため，当該案件を予審法廷に差し戻すという歴史的な判決を下

した。 

しかし，このことは同性婚反対派の危機感を強め，１９９６年には，

連邦議会で結婚防衛法が成立し，連邦法における結婚の定義は一人の男

性と一人の女性の結合のことであると再規定され，また他州で行われた

同性婚についてはいかなる州も「十分な信頼と信用」をもって扱う必要
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がなくなった。また，この年には，１５州の州議会が州レベルの婚姻防

衛法を可決した（甲Ａ３６３・４０～４１頁，甲Ａ３８３）。  

こうした海外の動きを受けて，日本でも性的マイノリティ当事者が中

心になって，同性パートナーシップについて検討するための雑誌や書籍

が１９９０年代末から２０００年代にかけて刊行され，同性パートナー

の法的保障を考えるシンポジウムやトーク企画も開催されるようになっ

た。 

日本において同性パートナーシップをめぐる議論が開始された，もう

ひとつの背景として，１９９０年代以降，異性愛規範の見直しに伴う同

性愛を含む性の多様性を肯定する雰囲気の醸成とともに，性的マイノリ

ティのアイデンティティを育む場所の広がりにより，同性愛者が自らの

ライフスタイルを取り巻く課題に意識を向けるようになった点をあげる

ことができる。そのなかで同性カップルが直面する問題に対してパート

ナーシップ制度や同性婚を通じて解決する道が模索されるようになった

のである（以上，全体につき，甲Ａ３６４・４ ７～５１頁）。  

５ ２０１０年代：性的指向・性自認の視点を含む施策の実施  

２０１０年代に入ってしばらくの間は，２０００年代に始まったジェ

ンダー平等政策への批判の高まりのなかで同性愛者を含む性的マイノリ

ティに関する施策は停滞を続けた。しかし，２０１０年代半ば以降，性

的マイノリティ当事者の働きかけと，性的マイノリティの人権保障の世

界的な進展を背景に，地方自治体や省庁，企業において，性的マイノリ

ティの人権擁護に向けた取り組みが積極的に行われるようになった。  
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⑴ 人権としてのＳＯＧＩ  

２０１１年６月，国連人権理事会は，性的マイノリティを人権享有主

体として確認する「人権と性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）」決議を採択

した（甲Ａ３４の２）。この「ＳＯＧＩ」とは，いわゆる性的マイノリ

ティという少数派の権利のみを指示するのではなく，異性愛／シスジェ

ンダー（生まれたときの性別／戸籍上の性別が性自認と一致している人）

をも射程に入れた考え方であり，すべての人権享有主体に関わる事項で

あるという認識をもつ用語として広まったものである。 

ＳＯＧＩをめぐる問題については，２０００年以降にすでに多くの国

家報告制度のなかでも取り上げられるようになっており，２０１０年以

降は条約機関の一般的意見や一般的勧告でも積極的に取り上げられるよ

うになってきた。  

⑵ 地方自治体による取り組み  

２０１５年１１月，東京都渋谷区と世田谷区で，同性カップルに対し

て，二人のパートナーシップを承認し，自治体独自の証明書を発行する

制度が始まった（甲Ａ７５～７７）。両区の取り組み以後，自治体にお

ける同性カップルに対する同性パートナーシップ認証の取り組みは，２

０２１月４月１日現在，１００をこえる自治体にまで広がっており，パ

ートナー制度をもつ自治体人口の総計は日本人口の相当な割合に及んで

いる。自治体によるパートナーシップ証明は，同性カップルに法的権利

を与えるものではないが，同性カップルの存在を可視化し，その公的承

認を通じて，同性愛を始め性的マイノリティへの偏見や差別を取り除く

という重要な意義がある。 

地方自治体の取り組みは，パートナーシップ制度にとどまらず，２０

１６年にすべての自治体を対象に行われた，性的指向・性自認に関する
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施策についての調査では，性的指向・性自認に関する直接的な言及が条

例にあると答えた自治体は２７件（３．１％）であり，計画等にあると

答えた自治体は１８８件（２３．２％）であった（甲Ａ６７）。  

例えば，２０１８年４月には，東京都国立市が全国で初めて，性的指

向や性自認を本人の了解なく第三者に暴露する「アウティング」の禁止

を盛り込んだ「国立市女性と男性及び多様な性の平等参画を推進する条

例」（甲Ａ７３）を施行した。また２０２１年３月には，三重県は，自

民党を含む全会一致で「性の多様性を認め合い，誰もが安心して暮らせ

る三重県づくり条例」を制定した。２０１８年１０月には，差別の禁止

と多様性の尊重を謳う五輪憲章の理念を都民に浸透させ「人権都市・東

京」を実現するため，性自認や性的指向を理由とする差別の禁止や人

種・民族差別の禁止を盛り込んだ「東京都オリンピック憲章にうたわれ

る人権尊重の理念の実現を目指す条例」（甲Ａ７４）が，東京都議会で

可決・成立している。この他の自治体の取り組みとしては，自治体とし

て性的マイノリティに対して支援・配慮をすることを宣言するもの（豊

明市，関市，那覇市，大阪市淀川区など）がある。 

⑶ 国の施策  

２０１０年代は，２００２年に策定された「人権教育・啓発に関する

基本計画」を踏まえて，国においても性的指向や性自認の視点を含む取

り組みがより広範囲に実施されるようになった。  

ア 男女共同参画  

男女共同参画社会基本法に基づいて制定された，第３次男女共同

参画基本計画（２０１０年），そして第４次男女共同参画基本計画

（２０１５年） には，女性の中にも性的指向や性同一性障害を理
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由として困難な状況に置かれている場合が想定され，教育・啓発，

調査救済の取組を進めることが明記されている。  

イ 自殺及びいじめの防止  

自殺対策基本法（２００６年）にもとづき，２０１２年に閣議

決定された自殺総合対策大綱（甲Ａ４６）には「自殺念慮の割合が

高いことが指摘されている性的マイノリティについて，無理解や偏

見等がその背景にある社会的要因の一つであると捉えて，教職員の

理解を促進する」必要性が記されている。また，２０１７年にいじ

め防止対策推進法（２０１３年）に基づいて制定された，「いじめ

防止等のための基本的な方針」（甲Ａ３８４）には「性同一性障害

や性的指向・性自認に係る児童生徒に対するいじめを防止するため，

性同一性障害や性的指向・性自認について，教職員への正しい理解

の促進や，学校として必要な対応について周知する」ことが述べら

れている（甲Ａ３８４・別添２の３頁）。  

ウ 教育  

２０１０年に文部科学省は性同一性障害のある子どもへの配慮を

求めた「児童生徒が抱える問題に対しての教育相談の徹底について

（通知）」（甲Ａ３８５）を各教育委員会に出している。２０１５

年には，上述した自殺およびいじめ防止についての施策が定められ

たことを受けて，文部科学省は「性同一性障害に係る児童生徒に対

するきめ細かな対応の実施等について」（甲Ａ３８６）という通知

を発出している。そこには，性同一性障害に係る児童生徒への学校

での支援体制や医療機関，保護者，教育機関との連携とともに，い

じめや差別を許さない適切な生徒指導や人権教育を推進すること，

そして性同一性障害および同性愛者等の性的マイノリティの児童生

徒が相談しやすい環境を整備する必要性が記されている。なお文部
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科学省は，２０１６年に「性同一性障害や性的指向・性自認に係る，

児童生徒に対するきめ細かな対応等の実施について」（甲Ａ３８７）

という教員向け周知資料を出している。また大学に対しては，学生

支援機構が「大学等における性的指向・性自認の多様な在り方の理

解増進に向けて」（甲Ａ３８８）という冊子を発行している。  

エ ハラスメントの防止  

２０１３年に男女雇用機会均等法に基づくセクシュアル・ハラス

メント指針が改正され「セクシュアル・ハラスメントには，同性に

対するものも含まれる」ことが明記された（甲Ａ３８９）。これに

より，同性間（女性同士や男性同士）でも，職場における労働者の

意に反する性的言動はセクシュアル・ハラスメントになるように修

正された。２０１６年のセクシュアル・ハラスメント指針の改正で

は，「被害を受けたものの性的指向や性自認にかかわらず，本指針

の対象となる」と記された（甲Ａ３９０）。これにより，性的指

向・性自認によって労働条件について不利益を受け，就業環境が害

されたときはセクシュアル・ハラスメントになり得ることが明確化

された。また，２０２０年６月１日より労働施策総合推進法が施行

され，これに基づき，「事業主が職場における優越的な関係を背景

とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等につ

いての指針」（甲Ａ３０２）が策定され，パワーハラスメントに，

「相手の性的指向・性自認に関する侮辱的な言動を行うこと」や，

「労働者の性的指向・性自認について，当該労働者の了解を得ずに

他の労働者に暴露すること」も含まれることになった。  
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⑷ 国会の動き  

２０１５年３月に超党派の「ＬＧＢＴに関する課題から考える議員連

盟」が創設され，翌年５月には民進党が行政機関および事業者における

性的指向又は性自認を理由とする差別的取り扱いの禁止を求める「性的

指向又は性自認を理由とする差別の解消等の推進に関する法律案」を国

会に提出した。２０１６年５月，自民党は「性的指向・性自認の多様な

あり方を受容する社会を目指すための我が党の基本的な考え方」（２０

１６年５月）を発行した。現在も，与野党間で議論が続けられており，

近く，具体的な立法も予測されるところである。 

また，原告ら第１準備書面５頁でも触れたように，２０１９年６月３

日，立憲民主党など野党３党は，同性婚を可能とするために必要な婚姻

の平等を実現するための民法改正案（婚姻平等法案）を国会に提出して

いる（甲Ａ１３５）。 

⑸ 企業の取り組み  

国際社会において性的マイノリティの権利への関心が高まるなかで，

取り組みに先鞭をつけたのはグローバル化した世界で事業を展開する企

業であった。そしてその取り組みは，現在，グローバル企業を超えて拡

大している。 

「ＣＳＲ企業総覧」においてＬＧＢＴに対する基本方針があると回答

した企業は２０１６年度版（甲Ａ３９１）においては１３．１％（１７

３社）であったが，２０２０年度版（甲Ａ３９２）では３３．８％（３

６４社）へと２０ポイント増加している 。企業の取り組みにおける代

表的なものとして，性的マイノリティの権利尊重に関する社内研修の実

施，同性カップルに対する結婚お祝い金などの福利厚生の適用，採用面
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接での服装の柔軟化，トランスジェンダーに対する通称使用やトイレや

ロッカーの使用の柔軟な対応などをあげることができる（甲Ａ９４）。 

⑹ 同性愛者の可視化  

同性愛者の側から，自分たちの存在を可視化させ，社会の中にたしか

に「いる」ことをアピールするようなパレードを中心とするプライド・

イベントは１９９０年代より開催されているが，２０１０年代に入って

その規模は一層拡大している。 

 １９９４年８月，日本で初めて開催された「第１回東京レズビアン・

ゲイ・パレード」の参加者は１１００名であったが，２０００年８月に

開催された「東京レズビアン＆ゲイ・パレード２０００」は，パレード

参加者が２０００人，イベント全体の参加者は２５００人であった。そ

してこの東京のパレードは，２０１１年からは任意団体「東京レインボ

ープライド」により運営されているが，参加人数は「東京レインボープ

ライド２０１２」の４５００人から，２０１９年には，パレードと関連

イベントであるレインボーウィーク参加者も含め，２０万４０００人と

いう規模にまで増加している。 

このようなプライド・パレードは，東京のみならず，札幌，仙台，名

古屋，大阪，福岡などの地方の中核都市，さらには，これまで閉鎖的と

言われ実施が難しいと思われていた青森，秋田，盛岡，丸亀，熊本，宮

崎などの地方の中小都市においても行われるようになっている（以上，

全体につき，甲Ａ３６４・５１～６０頁）。  

６ まとめ  

第２の５において，現行民法，戸籍法が制定された１９４６年の時点

で，同性カップルの権利について議論されなかった背景として，同性愛
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を変態性欲，すなわち（男性）同性愛を病理化し，女性同性愛を異性愛

に至る過渡的形態とする異性愛規範の存在があったことを指摘したが，

こうした異性愛規範は，１９９０年代に日本の精神医学そして府中青年

の家事件判決において，その正当性を明確に否定された。 

２０００年代は，異性愛規範の正当性を否定した府中青年の家事件判

決が基盤となり，省庁や地方自治体を含む行政において同性愛者の人権

擁護の取り組みが始まった。行政においても異性愛規範が見直され出し

たといえる。 

２０１０年代は，２０１５年に日本で初めて同性パートナーシップ証

明書を交付した渋谷区の取り組みを契機として，性的マイノリティの人

権擁護の取り組みが，省庁や地方自治体に加えて，国会，さらには企業

にまで波及した。また，異性愛規範の見直しと連動する形で，同性愛者

の可視化が進展するとともに，同性愛者の間で同性パートナーをもち，

同居するライフスタイルも広がっていった。そのなかで同性カップルが

直面する問題に対してパートナーシップ制度や同性婚をつうじて解決す

る道が模索されるようになった。さらに，異性愛規範の見直しは，同性

カップルの権利保障についての人々の意識にも波及し，２０１０年代に

実施された複数の意識調査の結果が示すように，同性婚を肯定する方向

に確実に進んでいる（２０１５年，２０１７年，２０１９年の各調査参

照（甲Ａ３６４・５９～６０頁））。  

こうした異性愛規範の見直し，同性婚についての意識の変容をもたら

した特に１９７０年代以降の社会・文化構造の変化は，①ジェンダー規

範のゆらぎ，②生殖からの性行為の分離，③親密性の重視，の３つに整

理することができる（甲Ａ３６４・６７～７０頁）。 

以上のとおり，１９４６年の時点における同性間パートナーシップの

権利保障や同性婚を議論の対象とすらしなかった背景としての異性愛規
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範は，社会・文化構造の変容を経て，現在では完全にその正当性を失っ

ており，このことは，異性カップルのみを権利保障の対象とする根拠も

また失効していることを意味している。 

したがって，異性カップルにのみ婚姻を認めた現行民法，戸籍法の立

法事実は，現在では完全に失われたものというべきである（以上，全体

につき甲Ａ３６４・５８～７０頁）。  

以上 
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